
 

協働まちづくり推進助成事業（案）について 

 

１ 目的 

    「協働によるまちづくりの推進に関する条例」に基づき、多様な主体の協働によるまち

づくりを推進するため、複数団体が連携し、まちづくりに取り組む事業へ助成する仕組み

を新設することで、まちづくりの担い手の育成・拡充を図るとともに、市民主体の協働に

よるまちづくりの推進を目的とする。 

 

２ 対象事業 

    団体の持つ専門性やノウハウを生かした取組みにより、地域課題の解決やまちの魅力の

向上に資する先駆的な事業を対象とする。 

      

３ 基本的な枠組み 

    各種助成制度や団体のニーズ等を調査・検証したうえで、平成 28 年度下半期からはモ

デル事業として開始する。 

（１）申請者 

複数団体での申請とする。 

※例：町内会＆ＮＰＯ法人＆企業、福祉分野＆地域産業分野、学生＆高齢者 

（２）助成額 

    年間 50万円～300 万円程度を想定（事業費の一定割合は申請者負担とする） 

  （３）事業実施期間 

     複数年の事業計画を可とする。（最大３年間を想定） 

 （４）アドバイザーによるサポート 

    助成を受ける団体に対し、事業の実施期間中、アドバイザーから定期的に事業内容等へ 

のアドバイスを行うことにより、事業内容の成長と団体の組織基盤強化や連携促進を図る。 

            

 ４ スケジュール 

   平成 28 年 ４月～６月 各種助成制度やニーズ等調査・検証 

平成 28 年 ７月～８月 詳細制度設計 

平成 28 年 ９月    説明会および募集開始、事業選定 

平成 28年 10 月     モデル事業の開始 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 



（参考） 平成 28年度仙台市市民活動団体等実態・意向調査速報値抜粋 

   

  アンケート送付数     ８９０通 

  有効回答数        ３４５通 

 

  問１１ 「事業活動を促進させるために解決すべき課題」と「組織運営を円滑に進めるために解決すべ

き課題」について   

 

 

 

 

→ 事業活動を担う人材の不足・・・・・・・・・１２２    →  組織運営を担う人材の不足・・・・・・・・・１０９ 

→ 事業活動に要する資金(事業費)           →  組織運営に要する資金（管理費） 

の不足・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６２       の不足・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６７ 

→ 事業活動・事務処理を担う人材の          →  新しい会員がなかなか入ってこない・・・ ６１ 

世代交代が進まない・・・・・・・・・・・・・・・ ５７ 

 

  問１３ 活動に必要な資金を集めるために必要なことについて 

 

→ 団体の活動内容・運営状況等の積極的な公開・透明化による信頼性の向上・・・・・・・・・・・・・・ ６９ 

→ 特に考えていない・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６１ 

→ 行政・民間の補助金・助成金制度が拡充される・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４８ 

 

問１４－１ 今後新たに事業を実施するとしたら、（過去に新たに事業を実施した際）、事業が安定する

までに最低限必要と思われる（思われた）助成金の額（1年あたり）について 

 

→  １０万円～ ５０万円・・・・・・・・・・・・・２５．２％ 

→  ５０万円～１００万円・・・・・・・・・・・・・１８．６％ 

→ １００万円～３００万円・・・・・・・・・・・・・１８．８％ 

→ ３００万円～５００万円・・・・・・・・・・・・・ ９．３％ 

→ ５００万円以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８．７％ 

→ 無回答・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９．４％ 

  

問１４－２ 今後新たに事業を実施するとしたら、（過去に新たに事業を実施した際）、事業が安定する

までに最低限必要と考える（考えた）助成期間について 

 

→ １年・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３．０％ 

→ ２年・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３．２％ 

→ ３年・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６．８％ 

→ その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８．７％ 

→ 無回答・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８．３％ 

 

事業活動を促進させるために解決すべき問題 

について１番目にあげられた上位３つの回答 

組織運営を円滑に進めるために解決すべき課題

について１番目にあげられた上位３つの回答 

 


